
【埼玉県特定行政庁連絡協議会作成（平成21年12月21日承認）】

ご覧いただく上での注意事項
※ この作成例は、確認申請書及び添付図書の一例を示したものです。

また、建築基準法施行規則上、明示が義務付けられていないものでも、審査上記載が望ましい
ものについては記載しています。

※ この作成例では、建築計画概要書と建築工事届については省略しています。
※ 構造図、構造計算書及び構造に関する検討は平成22年度に追加、修正する予定です。
※ 設備図については (財)建築行政情報センターのＨＰ（http://www.icba.or.jp/kaisei/s
etubizusyo/）を参考にしてください。

第二号様式（第一条の三、第二条、第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

確認申請書（建築物）

（第一面）

建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認を申請します。この申請書及び

添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

建築主事又は指定確認検査機関 様

平成○○年○○月○○日

申請者氏名 埼玉 一郎 印

設計者氏名 山田 太郎 印

※手数料欄

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※確認番号欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印

木造３階建て住宅の確認申請書及び添付図書の作成例(埼玉県版Ver.1.0)

【確認申請書・委任状作成例】

設計者が複数の場合、代表となる設計者が

記名及び押印をする。なお、自署の場合、

押印する必要はない。

確認申請書の提出先の如何に関わらず、法

の条項及び宛名部分を訂正・削除等する必

要はない。

埼

玉

山

田



（第二面）

建築主等の概要

【1.建築主】

【ｲ.氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 ｻｲ ﾀﾏ ｲﾁ ﾛｳ

【ﾛ.氏名】 埼 玉 一 郎

【ﾊ.郵便番号】 〒３３０－○○○○

【ﾆ.住所】 さいたま市大宮区○○町○－○○

【ﾎ.電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

【2.代理者】

【ｲ.資格】 （ 一級 ）建築士 （ 大臣 ）登録第○○○○号

【ﾛ.氏名】 山 田 太 郎

【ﾊ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ 埼玉県 ）知事登録第(○)○○○○号

○○○○建築設計事務所

【ﾆ.郵便番号】 〒３３０－○○○○

【ﾎ.所在地】 さいたま市浦和区○○町○－○○

【ﾍ.電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

【3.設計者】

（代表となる設計者）

【ｲ.資格】 （ 一級 ）建築士 （ 大臣 ）登録第○○○○号

【ﾛ.氏名】 山 田 太 郎

【ﾊ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ 埼玉県 ）知事登録第(○)○○○○号

○○○○建築設計事務所

【ﾆ.郵便番号】 〒３３０－○○○○

【ﾎ.所在地】 さいたま市浦和区○○町○－○○

【ﾍ.電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

【ﾄ.作成又は確認した設計図書】 申請書に添付する設計図書一式

（その他の設計者）

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.作成又は確認した設計図書】

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.作成又は確認した設計図書】

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.作成又は確認した設計図書】

（構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者）

上記の設計者のうち、

□建築士法第20条の２第１項の表示をした者

【イ．氏名】

設計者欄には、必ずしも管理建築士を記載する必要はない。

当該確認を受けようとする建築物の設計について責任を有する建

築士全員の氏名等を記載する必要があるが、管理建築士が設計（そ

の者の責任において設計図書を作成すること）を行っていない場合

は、記載する必要はない。

平成２１年１１月２７日から左の事項が追加された。なお、

木造３階建て住宅の場合は構造設計１級建築士及び設備設

計１級建築士である旨の表示は原則必要なし。

ただし、高さが13ｍ以上又は軒の高さが9ｍを超える場合

は、構造設計1級建築士の関与が必要となり、記入が必要。

建築主が複数の場合は、別紙に他の建築主

についてそれぞれ必要な事項を記入する。

木造建築士は木造３階建ての

設計はできない。



【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第 号

□建築士法第20条の２第３項の表示をした者

【イ．氏名】

【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第 号

□建築士法第20条の３第１項の表示をした者

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

□建築士法第20条の３第３項の表示をした者

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

【イ．氏名】

【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第 号

【4.建築設備の設計に関し意見を聴いた者】

（代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

【ｲ.氏名】

【ﾛ.勤務先】

【ﾊ.郵便番号】

【ﾆ.所在地】

【ﾎ.電話番号】

【ﾍ.登録番号】

【ﾄ.意見を聴いた設計図書】

（その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者）

【ｲ.氏名】

【ﾛ.勤務先】

【ﾊ.郵便番号】

【ﾆ.所在地】

【ﾎ.電話番号】

【ﾍ.登録番号】

【ﾄ.意見を聴いた設計図書】

【ｲ.氏名】

【ﾛ.勤務先】

【ﾊ.郵便番号】

【ﾆ.所在地】

【ﾎ.電話番号】

【ﾍ.登録番号】

【ﾄ.意見を聴いた設計図書】

【ｲ.氏名】

【ﾛ.勤務先】

【ﾊ.郵便番号】

【ﾆ.所在地】

【ﾎ.電話番号】

【ﾍ.登録番号】

【ﾄ.意見を聴いた設計図書】

【5.工事監理者】

（代表となる工事監理者）

【ｲ.資格】 （ 一級 ）建築士 （ 大臣 ）登録第○○○○号

【ﾛ.氏名】 関 石 明

【ﾊ.建築士事務所名】（ 一級 ）建築士事務所（ 埼玉県 ）知事登録第(○)○○○○号

○○○○建築設計事務所 工事監理者が未定の場合は、工事監理者は「未

定」と記載し、決定後速やかに建築主事などに

報告する。その際、建築士免許証の写しを添付。

※木造建築士は不可

建築設備の設計について意見を聞いた場合に記載する。

備考において「建築士法第２０条第５項に規定する場合（設

計に係る場合に限る。）に、同項に定める資格を有する者に

ついて記入し」とあり、建築設備士についてのみ記入する。



【ﾆ.郵便番号】 〒３３３－○○○○

【ﾎ.所在地】 川口市○○町○○－○－○

【ﾍ.電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

【ﾄ.工事と照合する設計図書】 申請書に添付する設計図書一式

（その他の工事監理者）

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.工事と照合する設計図書】

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.工事と照合する設計図書】

【ｲ.資格】 （ ）建築士 （ ）登録第 号

【ﾛ.氏名】

【ﾊ.建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第 号

【ﾆ.郵便番号】

【ﾎ.所在地】

【ﾍ.電話番号】

【ﾄ.工事と照合する設計図書】

【6.工事施工者】

【ｲ.氏名】 （株）故郷工務店 代表取締役 故 郷 稔

【ﾛ.営業所名】 建設業の許可(埼玉県知事)第○○○○号

（株）故郷工務店

【ﾊ.郵便番号】 〒３６２－○○○○

【ﾆ.所在地】 上尾市○○町○○－○－○

【ﾎ.電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

【7.備考】 建築基準関係規定の審査に関係しない部分（例：郵便番号、住所等）に係る

誤記、記載漏れ等については、「適合するかどうか決定できない旨の通知書」

を交付することなく訂正印による補正を行うものとする。（技術的助言

H19.9.25第2327号第4）

工事施工者未定の場合は「未定」と記

載し、決定後速やかに建築主事などに

報告する。

この欄には国土交通大臣又は埼玉県知

事などを記入する。



（第三面）

建築物及びその敷地に関する事項

【1.地名地番】 さいたま市大宮区○○町○○○

【2.住居表示】 さいたま市大宮区○○町○－○○

【3.都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】

■都市計画区域内（■市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分非設定）

□準都市計画区域内 □都市計画区域及び準都市計画区域外

【4.防火地域】 □防火地域 □準防火地域 ■指定なし

【5.その他の区域、地域、地区又は街区】法第２２条区域、下水処理区域外

【6.道路】

【ｲ.幅員】 4.000ｍ

【ﾛ.敷地と接している部分の長さ】 8.87ｍ

【7.敷地面積】

【ｲ.敷地面積】 (1)( 102.00㎡ )( )( )( )

(2)( )( )( )( )

【ﾛ.用途地域等】 ( 一中高層 )( )( )( )

【ﾊ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】

( 160.00％ )( )( )( )

【ﾆ.建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建ぺい率】

( 60.00％ )( )( )( )

【ﾎ.敷地面積の合計】 (1) 102.00㎡

(2)

【ﾍ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】

【ﾄ.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】

【ﾁ.備考】

【8.主要用途】 (区分 08010 ) 一戸建ての住宅

【9.工事種別】

■新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替

【10.建築面積】 ( 申請部分 )(申請以外の部分 )( 合 計 )

【ｲ.建築面積】 ( 46.37㎡ )( )( 46.37㎡ )

【ﾛ.建ぺい率】 45.46％

【11.延べ面積】 ( 申請部分 )(申請以外の部分 )( 合 計 )

【ｲ.建築物全体】 ( 126.07㎡ )( )( 126.07㎡ )

【ﾛ.地階の住宅の部分】 ( )( )( )

【ﾊ.共同住宅の共用の廊下等の部分】

( )( )( )

【ﾆ.自動車車庫等の部分】( )( )( )

【ﾎ.住宅の部分】 ( 126.07㎡ )( )( 126.07㎡ )

【ﾍ.延べ面積】 126.07㎡

【ﾄ.容積率】 123.59％

【12.建築物の数】

【ｲ.申請に係る建築物の数】 1

【ﾛ.同一敷地内の他の建築物の数】 0

【5.その他の区域、地域、地区又は街区】欄について

この欄は、申請者が記入します。都市計画法上の地域地区（ただし、７のロ欄に

記載した用途地域等については省略も可）や建築基準法上の法第２２条区域、建

築協定等を記入する。

【ﾍ､ﾄ､ﾁ】欄は、２以上の異なる地域にまた

がり加重平均値を求める必要がある場合や、

角地の適用がある場合などに記入する。

計算結果値の端数処理は、原則としては、小数点以

下第３位切り捨て。なお、切り捨て前の数値は各種

規制値の範囲内であることが前提である。

用途地域等の記載は、特定できる範囲で簡略化す

ることも可能。

第一種中高層住居専用地域 → 一中高層

市街化区域、調整区域、防火地域、その他の区域

及び用途地域などは、必ず所在の市町村に確認す

る。

前面道路が12m未満の場合は、用途地域ごとに定

める4/10～8/10を前面道路に乗じた数値を記入

する。

4（前面道路）×4/10＝16/10→160.00％

県条例3条ただし書き適用の場合は【ﾁ】欄に

その旨を記入する。



【13.建築物の高さ等】 (申請に係る建築物)(他の建築物 )

【ｲ.最高の高さ】 ( 9.780ｍ )( )

【ﾛ.階数】 地上 ( 3 )( )

地下 ( 0 )( )

【ﾊ.構造】 木 造 一部 造

【ﾆ.建築基準法第56条第７項の規定による特例の適用の有無】 □有 ■無

【ﾎ.適用があるときは、特例の区分】

□道路高さ制限不適用 □隣地高さ制限不適用 □北側高さ制限不適用

【14.許可・認定等】

例：都市計画法第53条許可 ○○第□□号 平成21年○○月▽▽日

【15.工事着手予定年月日】 平成○○年○○月○○日

【16.工事完了予定年月日】 平成○○年○○月○○日

【17.特定工程工事終了予定年月日】 （特定工程）

（第 １ 回） 平成○○年○○月○○日 （屋根工事を完了した時点 ）

（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

（第 回） 平成 年 月 日 （ ）

【18.その他必要な事項】

【19.備考】

建築基準法や都市計画法の許認可等を受けた場合は

許認可等を受けたことを確認できる書類の提出が必

要である。

木造３階建て住宅の場合、屋根工事を完

了した時点で中間検査が必要となるの

で、特定工程工事の終了予定年月日を記

入する。

14.許可・認定等】欄には、建築物及びその敷

地に関して建築基準法の許認可や都市計画法

の許可・適合証明等を受けた場合には、その根

拠となる法令及び番号、日付について記入す

る。

また、H19.11.14の建築基準法施行規則の改正

により、型式適合認定・構造方法等の認定の番

号も記入することとなった。（欄に書ききらな

い場合は、別紙とする。）



（第四面）

建築物別概要

【1.番号】 1

【2.用途】 (区分 08010 ) 一戸建ての住宅

(区分 )

(区分 )

(区分 )

(区分 )

【3.工事種別】

■新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替

【4.構造】 木 造 一部 造

【5.耐火建築物】 その他

【6.階数】

【ｲ.地階を除く階数】 3

【ﾛ.地階の階数】 0

【ﾊ.昇降機塔等の階の数】 0

【ﾆ.地階の倉庫等の階の数】 0

【7.高さ】

【ｲ.最高の高さ】 9,780mm

【ﾛ.最高の軒の高さ】 8,850mm

【8.建築設備の種類】電気設備・ガス給排水設備・換気設備・暖冷房設備・浄化槽

【9.確認の特例】

【ｲ.建築基準法第６条の３第１項の規定による確認の特例の適用の有無】■有 □無

【ﾛ.適用があるときは、建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】

第 ２ 号

【ﾊ.建築基準法施行令第10条第１号又は第２号に掲げる建築物に該当するときは､

当該認定型式の認定番号】 第 型00Cafba0050000 号

【ﾆ.建築基準法第68条の20第１項に掲げる認証型式部材等に該当するときは、当該認証番号】

【10.床面積】 ( 申請部分 ) (申請以外の部分 ) ( 合 計 )

【ｲ.階別】 ( 3 階) ( 34.78㎡ ) ( ) ( 34.78㎡ )

( 2 階) ( 46.37㎡ ) ( ) ( 46.37㎡ )

( 1 階) ( 44.92㎡ ) ( ) ( 44.92㎡ )

( 階) ( ) ( ) ( )

( 階) ( ) ( ) ( )

( 階) ( ) ( ) ( )

【ﾛ.合計】 ( 126.07㎡ ) ( ) ( 126.07㎡ )

【11.屋根】 スレート瓦 NM－△△△△

【12.外壁】 サイディング T=12 QF○○○○

【13.軒裏】 ケイ酸カルシウム板 T=12 QF□□□□

【14.居室の床の高さ】 1,255mm

【15.便所の種類】 水洗

【16.その他必要な事項】住宅用火災警報機

【17.備考】

当該申請例では、浄化槽が型式適合認定を受けてい

るため、【ｲ】【ﾛ】【ﾊ】欄に必要事項を記入する。



（第五面）
建築物の階別概要

【1.番号】 1

【2.階】 1

【3.柱の小径】 105＊105mm （通し柱：120＊120mm）

【4.横架材間の垂直距離】 2,725mm

【5.階の高さ】 2,845mm

【6.居室の天井の高さ】 2,400mm

【7.用途別床面積】
（用途の区分 ）（具体的な用途の名称）（床面積 ）

【ｲ.】（ 08010 ）（ 一戸建ての住宅 ）（ 44.92㎡ ）
【ﾛ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾊ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾆ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾎ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾍ.】（ ）（ ）（ ）

【8.その他必要な事項】

【9.備考】

建築物の階別概要

【1.番号】 1

【2.階】 2

【3.柱の小径】 105＊105mm （通し柱：120＊120mm）

【4.横架材間の垂直距離】 2,630mm

【5.階の高さ】 2,750mm

【6.居室の天井の高さ】 2,400mm

【7.用途別床面積】
（用途の区分 ）（具体的な用途の名称）（床面積 ）

【ｲ.】（ 08010 ）（ 一戸建ての住宅 ）（ 46.37㎡ ）
【ﾛ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾊ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾆ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾎ.】（ ）（ ）（ ）
【ﾍ.】（ ）（ ）（ ）

【8.その他必要な事項】

【9.備考】



（第五面）

建築物の階別概要

【1.番号】 3

【2.階】 3

【3.柱の小径】 105＊105mm （通し柱：120＊120mm）

【4.横架材間の垂直距離】 2,580mm

【5.階の高さ】 －

【6.居室の天井の高さ】 2,400mm

【7.用途別床面積】

（用途の区分 ）（具体的な用途の名称）（床面積 ）

【ｲ.】（ 08010 ）（ 一戸建ての住宅 ）（ 34.78㎡ ）

【ﾛ.】（ ）（ ）（ ）

【ﾊ.】（ ）（ ）（ ）

【ﾆ.】（ ）（ ）（ ）

【ﾎ.】（ ）（ ）（ ）

【ﾍ.】（ ）（ ）（ ）

【8.その他必要な事項】

【9.備考】



委 任 状

【代理者】

【資格】 （ 一級 ）建築士（ 大臣 ）登録第○○○○号

【氏名】 山 田 太 郎

【建築士事務所名】

（ 一級 ）建築士事務所（ 埼玉県 ）知事登録第(○)○○○○号

○○○○建築設計事務所

【郵便番号】 〒３３０－○○○○

【所在地】 さいたま市浦和区○○町○－○○

【電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

上記のものを代理人と定め、下記の建築物について建築に関する法令の規定による申請手続を委

任する。

【１．地名地番】 さいたま市大宮区○○町○－○○

【２．主要用途】 一戸建ての住宅

【３．工事種別】 ■新築 □増築 □改築 □移転

【４．委任事項】

■確認（許可）申請手続 ■確認済（許可）証受取

■建築工事届提出 ■中間検査申請手続

■中間検査合格書受取 ■完了検査申請手続

■検査済証受取 □取止・取下届提出

■現場検査立会 □風致地区内行為許可申請手続

□住宅金融支援機構設計検査申請手続 □住宅金融支援機構現場検査申請手続

□都市計画法第５３条第１項の許可申請手続

その他

平成○○年○○月○○日

【委任者】

【氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 ｻｲﾀﾏ ｲﾁﾛｳ

【氏名】 埼玉 一郎 印

【郵便番号】 〒３３０－○○○○

【住所】 さいたま市大宮区○○町○－○○

【電話番号】 ０４８－○○○－○○○○

任意書式

代理者による申請については、確認申請時、計画変更申

請時、中間検査申請時、完了検査申請時それぞれについ

て委任状の添付が必要。

埼

玉


